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第一号様式（第四条関係）

届出者

※ ※

※

※

◎　商号、名称又は氏名、住所及び連絡先

法人・個人の別

１．法人

２．個人

－

※

◎　代表者又は個人に関する事項

－ 年 月 日

※

フ リ ガ ナ

受付番号 受付年月日

電 話 番 号

ファクシミリ番号

　　　　年　　　　月　　　　日

届出番号 第

性 別 □ 男性 □ 女性

確認欄

氏 名

（法人である場合においては、代表者の氏名）

（Ａ４）

住 宅 宿 泊 事 業 届 出 書
（第一面）

号

フ リ ガ ナ

　住宅宿泊事業法第３条第１項の規定により、住宅宿泊事業の届出をします。

この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

　　　　年　　月　　日

殿

確認欄

商 号 又 は 名 称

氏 名

生 年 月 日

届出年月日

商 号 、 名 称

郵 便 番 号

住 所

電 話 番 号

又 は 氏 名

法 人 番 号

1



※

◎　法定代理人に関する事項

法人・個人の別

１．法人

２．個人

－

－ 年 月 日

※

◎　法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）

－ 年 月 日

※

◎　法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

確認欄

□

（第二面）

受付番号

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

生 年 月 日

男性 □

確認欄生 年 月 日

郵 便 番 号

住 所

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名

男性

生 年 月 日

性 別

確認欄生 年 月 日

フ リ ガ ナ

□ 男性 □ 女性

性 別 女性

□ 男性

確認欄生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄生 年 月 日

性 別

氏 名

性 別 男性

フ リ ガ ナ

性 別

□ 女性

□ 男性 □

性 別

女性

□ 女性□

氏 名

□

□

フ リ ガ ナ

氏 名

女性

2



※

◎ 役員に関する事項（法人である場合）

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

－ 年 月 日

※

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

（第三面）

受付番号

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

確認欄

確認欄

性 別 □ 男性

確認欄

確認欄

氏 名

性 別 □ 男性

確認欄

確認欄

性 別

□ 女性

性 別 □ 男性 □ 女性

□ 女性

性 別 □ 男性 □ 女性

□ 男性 □ 女性

性 別 □ 男性 □ 女性

3



※

◎　住宅宿泊管理業に関する事項（住宅宿泊管理業者である場合）

－ 年 月 日 ※

◎　住宅に関する事項

－

※

－

※

－

※

－

※

㎡

合　　　　計

㎡

郵 便 番 号

所 在 地

営業所又は事務所
の 名 称

郵 便 番 号

所 在 地

営業所又は事務所
の 名 称

確認欄

電 話 番 号

㎡ ㎡
㎡ ㎡
㎡ ㎡

所 在 地
確認欄

階 確認欄

合 計 ㎡
㎡

□ 長屋

営業所又は事務所
の 名 称

郵 便 番 号

㎡

共同住宅 寄宿舎

宿　　泊　　室

㎡ ㎡

（第四面）

受付番号

郵 便 番 号

所 在 地

不 動 産 番 号

第 ２ 条 各 号 に
掲げる家屋の別

□ □

確認欄

登 録 年 月 日

確認欄

電 話 番 号

◎　営業所又は事務所に関する事項（営業所又は事務所を設ける場合）

□

宿泊者の使用に供する部
分（宿泊室を除く）

住

宅

の

規

模

居 室

階

階

登 録 番 号

電 話 番 号

□

□

現に人の生活の本拠として使
用 さ れ て い る 家 屋

入 居 者 の 募 集 が
行 わ れ て い る 家 屋

随時その所有者、賃借人又は転借
人の居住の用に供されている家屋

住 宅 の 建 て 方 □ 一戸建ての住宅

4



※

◎　住宅宿泊管理業務の委託に関する事項（住宅宿泊管理業務を委託する場合）

－ 年 月 日

※

◎　その他の事項

※

賃借人に該当しない

転借人に該当しない

□

□

住宅に人を宿泊させる間、不在（法第11条第１項第２号の国土交通省令・厚生労働省令
で定めるものを除く。）とならない

賃貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目的とした賃
借物の転貸を承諾している

賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目
的とした転借物の転貸を承諾している

規約に住宅宿泊事業を営むことを禁止する旨の定めがな
い（当該規約に住宅宿泊事業についての定めがない場合
は、管理組合に届出住宅において住宅宿泊事業を営むこ
とを禁止する意思がない旨を含む。）

住宅がある建物が、二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分
のあるものに該当しない

□

□

□

□

□

確認欄

確認欄

□

住宅がある建物が、二
以上の区分所有者が存
する建物で人の居住の
用に供する専有部分の
あるものに該当する

□賃借人に該当する

（第五面）

受付番号

転借人に該当する

管 理 受 託 契 約
の 内 容

商 号 、 名 称
又 は 氏 名

フ リ ガ ナ

□

住
宅
宿
泊
管
理
業
者

登 録 年 月 日

登 録 番 号

5



備考

１ 各面共通事項

① 届出者は、※印の欄には記入しないこと。

② 「生年月日」及び「登録年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとと

もに、□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ － ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点

及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入す

ること。

④ 「住所」及び「所在地」の欄は、「丁目」、「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上

段から左詰めで記入すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑤ 届出者が未成年者である場合には、法定代理人の同意書を添付すること。

２ 第一面関係

① 法人番号は、届出者が法人である場合にのみ記入すること。

※ 法人番号とは、国税庁から指定・通知される13桁の番号。（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側

に１桁を付加したもの）

② 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半

濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入すること。

③ 「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

④ 代表者又は個人に関する事項については、法人である場合で代表者が複数存在するときには、届出者で

ある代表者について記入し、その他の者については、第三面の役員に関する事項の欄に記入すること。

例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときには、届出者である代表取締役について記入

し、その他の者については、第三面の役員に関する事項の欄に記入すること。

３ 第二面関係

① 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）及び法定代理人の役員に関する事項（法人である

場合）の届出は、届出者の法定代理人が法人である場合にのみ記入すること。

② 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半

濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入すること。

③ 「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

④ 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）について、代表者が複数存在するときには、その

中から選任された１名の代表者について記入し、その他の者については、法定代理人の役員に関する事項

（法人である場合）に記入すること。

例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在するときには、その中から選任された１名の他の代表

取締役について記入し、その他の者については、法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）の欄

に記入すること。

⑤ 第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

４ 第三面関係

① 第三面は、届出者が法人である場合にのみ記入すること。

② 役員に関する事項の欄は、第一面で代表者として記入した者については記入しないこと。

③ 第三面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

５ 第四面関係

① 住宅宿泊管理業に関する事項（住宅宿泊管理業者である場合）の届出は、届出者が住宅宿泊管理業者で



ある場合にのみ記入すること。

② 営業所又は事務所に関する事項（営業所又は事務所を設ける場合）の届出は、届出者が、営業所又は事

務所を設ける場合にのみ記入すること。また、営業所又は事務所ごとに作成すること。

③ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入す

ること。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １

④ 第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

６ 第五面関係

① 住宅宿泊管理業務の委託に関する事項（住宅宿泊管理業務を委託する場合）の届出は、届出者が住宅宿

泊管理業務を委託する場合にのみ記入すること。

② 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半

濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入すること。



営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －
営業所又は事務所の別 2
営業所又は事務所の名称
郵便番号 －

所在地

電話番号 － －

◎営業所又は事務所に関する事項（別紙）

⑦

③

④

①

②

⑧

⑤

⑥

8



フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別

⑨

⑩

⑦

⑧

⑤

⑥

③

④

②

◎法定代理人の役員に関する事項（別紙）

①

9



フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別
フリガナ
氏名
生年月日 － 年 月 日
性別

⑨

⑩

⑦

⑧

⑤

⑥

③

④

②

◎役員に関する事項（別紙）

①

10



第二号様式（第五条関係）

届出者

※ ※

－ 年 月 日

－

※

◎　代表者又は個人に関する事項 変更区分

－ 年 月 日 １．就退任 ２．氏　名

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※性 別

変
 
更
 
前

変
 
更
 
後

□

生 年 月 日

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

商号、名称又は氏名

フ リ ガ ナ

男性 □ 女性

□ 男性 □

　　　　年　　月　　日

届 出 事 項 変 更 届 出 書

女性

商 号 又 は 名 称

氏 名

性 別

変
 
更
 
後

住 所

電 話 番 号

ファクシミリ番号

確認欄

(法人である場合においては、代表者の氏名)

◎　商号、名称又は氏名、住所及び連絡先

確認欄

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

住 所

住宅宿泊事業法第３条第４項の規定により、届出事項の変更の届出をします。

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

郵 便 番 号

殿

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

（Ａ４）

（第一面）

氏 名

法 人 番 号

受付番号 受付年月日 届出番号

変
更
前

電 話 番 号

11



※ ※

◎　法定代理人に関する事項

－ 年 月 日

－

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

◎　法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合） 変更区分

－ 年 月 日 １．就退任 ２．氏　名

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

（第二面）

変
 
更
 
前

変
 
更
 
後

性 別 □ 男性 □ 女性

氏 名

生 年 月 日

男性

□ 男性 □

フ リ ガ ナ

氏 名

性 別 □ 男性 □

受付年月日

変
 
更
 
後

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

郵 便 番 号

住 所

受付番号

□ □ 女性

確認欄生 年 月 日

又 は 氏 名

住 所

生 年 月 日

確認欄

女性

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称

性 別

届出番号

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

生 年 月 日

性 別 女性

変
更
前

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

12



※ ※

◎　法定代理人の役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

－ 年 月 日 １．就退任 ２．氏　名

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

◎　役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

－ 年 月 日 １．就退任 ２．氏　名

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

変更区分

－ 年 月 日 １．就退任 ２．氏　名

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

（第三面）

□ 男性 □ 女性

変
更
前 確認欄

□ 男性 □ 女性

□ 男性 □ 女性

変
更
前

変 更 年 月 日

氏 名

生 年 月 日

性 別

受付番号 届出番号

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

受付年月日

□ 女性□

フ リ ガ ナ

氏 名変
更
前

確認欄生 年 月 日

性 別 □ 男性 □

氏 名

確認欄

変
 
更
 
後

性 別

フ リ ガ ナ

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

変
 
更
 
後

生 年 月 日

女性□

フ リ ガ ナ

氏 名

女性

性 別

男性

性 別 □ 男性

変
 
更
 
後 生 年 月 日

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

性 別

13



※ ※

◎　住宅宿泊管理業者に関する事項（住宅宿泊管理業者である場合）

－ 年 月 日

－ 年 月 日

－ 年 月 日

◎　住宅に関する事項

－ 年 月 日

確認欄

※

変
更
後

変 更 年 月 日

変
更
前

登 録 年 月 日

登 録 番 号

登 録 年 月 日

登 録 番 号

㎡

合　　　　計

㎡

㎡
㎡

㎡
㎡
㎡

宿　　泊　　室
宿泊者の使用に供する部分

（宿泊室を除く）

変
 
更
 
前

第 ２ 条 各 号 に
掲 げ る 家 屋 の 別

住

宅

の

規

模 合　　　計 ㎡ ㎡

階 ㎡
階 ㎡

階 ㎡ ㎡

共同住宅

居　　　室

住 宅 の 建 て 方 □ □ 長屋

㎡ ㎡

階 ㎡ ㎡
階 ㎡ ㎡

現に人の生活の本拠とし
て使用されている家屋

入 居 者 の 募 集 が
行 わ れ て い る 家 屋

住

宅

の

規

模

居　　　室 ㎡

宿　　泊　　室

㎡

合　　　計 ㎡

寄宿舎□

（第四面）

変
 
更
 
後

変 更 年 月 日

受付番号 届出番号受付年月日

第 ２ 条 各 号 に
掲 げ る 家 屋 の 別

㎡

㎡

□ □ □

宿泊者の使用に供する部分
（宿泊室を除く）

合　　　　計

随時その所有者、賃借人又は転借人の
居住の用に供されている家屋

□

住 宅 の 建 て 方 □

階 ㎡

□ □

随時その所有者、賃借人又は転借人の
居 住 の 用 に 供 さ れ て い る 家 屋

入居者の募集が行わ
れ て い る 家 屋

□

□ 寄宿舎一戸建ての住宅

□長屋□一戸建ての住宅

㎡

共同住宅

現に人の生活の本拠とし
て使用されている家屋

14



※ ※

変更区分

－ 年 月 日 １．新設・廃止 ２．名称・所在地

－

※

◎　住宅宿泊管理業務の委託に関する事項（住宅宿泊管理業務を委託する場合）

－ 年 月 日

－ 年 月 日

－ 年 月 日

※

確認欄

　◎営業所又は事務所に関する事項（営業所又は事務所を設ける場合）

（第五面）

所 在 地

電 話 番 号

営業所又は事務所の

名　　　　称

変
 
更
 
後

営業所又は事務所
の 名 称

変
更
前

変 更 年 月 日

住
宅
宿
泊
管
理
業
者

所 在 地
確認欄

変
更
後

変
更
前

住
宅
宿
泊
管
理
業
者

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称
又 は 氏 名

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称
又 は 氏 名

登 録 年 月 日

登 録 番 号

管 理 受 託 契 約
の 内 容

登 録 年 月 日

登 録 番 号

管 理 受 託 契 約
の 内 容

受付番号 受付年月日 届出番号

変 更 年 月 日

郵 便 番 号

15



※ ※

◎　その他の事項

－ 年 月 日

※

（第六面）

住宅に人を宿泊させる間、不在（法第１１条第１項第２号の国土交通省令・厚生労働省令で定
めるものを除く。）とならない□

□
住宅に人を宿泊させる間、不在（法第１１条第１項第２号の国土交通省令・厚生労働省令で定
めるものを除く。）とならない

賃貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目的とした賃借物
の転貸を承諾している

規約に住宅宿泊事業を営むことを禁止する旨の定めがない
（当該規約に住宅宿泊事業についての定めがない場合は、管
理組合に届出住宅において住宅宿泊事業を営むことを禁止す
る意思がない旨を含む。）

□
住宅がある建物が、二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分のある
ものに該当しない

□

確認欄住宅がある建物が、二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分のある
ものに該当しない

転借人に該当する □
賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目的と
した転借物の転貸を承諾している

□ 転借人に該当しない

□

住宅がある建物が、二
以上の区分所有者が存
する建物で人の居住の
用に供する専有部分の
あるものに該当する

□

規約に住宅宿泊事業を営むことを禁止する旨の定めがない
（当該規約に住宅宿泊事業についての定めがない場合は、管
理組合に届出住宅において住宅宿泊事業を営むことを禁止す
る意思がない旨を含む。）

変
更
前

□ 賃借人に該当する □

賃借人に該当しない

□

転借人に該当しない

□

□

住宅がある建物が、二
以上の区分所有者が存
する建物で人の居住の
用に供する専有部分の
あるものに該当する

□

□

□ 賃借人に該当しない

□ 転借人に該当する □
賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目的と
した転借物の転貸を承諾している

受付番号 受付年月日 届出番号

変
更
後

変 更 年 月 日

□ 賃借人に該当する □
賃貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目的とした賃借物
の転貸を承諾している
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備考

１ 各面共通事項

① 届出者は、※印の欄には記入しないこと。

ኚ② 「 年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ － ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

④ 「住所」及び「所在地」の欄は、「丁目」、「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段か

ら左詰めで記入すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

２ 第一面関係

① 法人番号は、届出者が法人である場合にのみ記入すること。

※ 法人番号とは、国税庁から指定・通知される13桁の番号。（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側に１

桁を付加したもの）

② 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点

は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

ᛂ③ 代表者又は個人に関する事項の届出は、次の区分に じ、それぞれ当該区分に定めるとこ・により作成する

こと。

・ 代表者に・代があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

ኚ・ 代表者の氏名に があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「２」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

３ 第二面関係

① 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）の届出は、届出者の法定代理人が法人である場合にの

み記入すること。

② 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点

は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入すること。

ᛂ③ 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に じ、それぞれ当該区分の定め

るとこ・により作成すること。

・ 代表者に・代があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

ኚ・ 代表者の氏名に があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「２」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

４ 第三面関係

① 第三面は、届出者が法人である場合にのみ記入すること。

ᛂ② 法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に じ、それぞれ当該区分の定める

とこ・により作成すること。

௨・ 代表者 外の役員に・代があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

௨・ 代表者 外の役員に たな者を㏣加した場合

ኚ ኚ ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

ῶ௨ ๐・ 代表者 外の役員を した場合



ኚ ኚ ๓「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

ኚ௨・ 代表者 外の役員の氏名に があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「２」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

ᛂ③ 役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に じ、それぞれ当該区分の定めるとこ・により

作成すること。

௨・ 代表者 外の役員に・代があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

௨・ 代表者 外の役員に たな者を㏣加した場合

ኚ ኚ ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

ῶ௨ ๐・ 代表者 外の役員を した場合

ኚ ኚ ๓「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

ኚ௨・ 代表者 外の役員の氏名に があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「２」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

５ 第四面関係

住宅宿泊管理業者に関する事項（住宅宿泊管理業者である場合）の届出は、届出者が、住宅宿泊管理業者で

ᛂある場合にのみ記入すること。また、次の区分に じ、それぞれ当該区分の定めるとこ・により作成すること。

・ 住宅宿泊管理業の登録をした場合

ኚ ᚋ「 」の欄にのみ記載すること。

ᗫ・ 住宅宿泊管理業を 業等した場合

ኚ ๓「 」の欄にのみ記載すること。

６ 第五面関係

① 営業所又は事務所に関する事項（営業所又は事務所を設ける場合）の届出は、届出者が、営業所又は事務所

ᛂを設ける場合にのみ記入すること。また、次の区分に じ、営業所又は事務所ごとに、それぞれ当該区分に定

めるとこ・により作成すること。

・ 営業所又は事務所を 設した場合

ኚ ኚ ᚋ「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

Ṇᗫ・ 営業所又は事務所を した場合

ኚ ኚ ๓「 区分」の欄に「１」を記入するとともに、「 」の欄にのみ記載すること。

ኚ・ 営業所又は事務所の名称又は所在地に があった場合

ኚ ኚ ኚ ୧๓ᚋ「 区分」の欄に「２」を記入するとともに、「 」の欄及び「 」の欄の に記載するこ

と。

② 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入するこ

と。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １

③ 住宅宿泊管理業務の委託に関する事項（住宅宿泊管理業務を委託する場合）の届出は、届出者が、住宅宿泊

管理業務を委託する場合にのみ記入すること。

④ 商号、名称又は氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、その際、濁点及び半濁点

は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」も、上段から左詰めで記入すること。



第三号様式（第六条関係）

住宅宿泊事業法第３条第６項の規定により、下記のとおり届け出ます。

年 月 日

＊ ＊

1. 死亡

2. 合併による消滅

3. 破産手続開始の決定

3. 延べ宿泊者数

3. 破産管財人

　①　届出者は、＊印の欄には記入しないこと。

　③　死亡の場合にあっては、「届出事由の生じた日」の欄に死亡の事実を知った日を付記すること。

 属する月の初日から届出事由の生じた日までにおける1．から4．までの事項を付記すること。

2. 元代表役員

廃 業 等 届 出 書

届出者

殿

　④　「住宅宿泊事業に関する事項」欄は、法第14条の規定による報告をした日のうち直近のものが

住宅宿泊事業に
関する事項

2. 宿泊者数

4. 国籍別の宿泊者数の内訳

1. 届出住宅に人を宿泊させた日数

4. 清算人

5．本人

届出事由の生じた日

（Ａ４）

受付番号 受付年月日 届出時の届出番号

（   ）

住所

　②　「届出の理由」及び「住宅宿泊事業者と届出人との関係」欄は、該当するものの番号を○で
　　囲むこと。

届出の理由

4. 解散

氏名

商号、名称又は氏名

5. 廃止

住宅宿泊事業者と
届出人との関係

1. 相続人
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第四号様式（第十一条関係） 

 

 
 
  
 
 
  
                                                   
 

 
 
  
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
  

  
 
 
 
 
 
 

○ ○ 県 知 事 
 
 
 
 
 
 
 

届 出 番 号 

N u m b e r 
第    号 

届出年月日 

Date of Notification 
年 月 日 

  住宅宿泊事業（民泊） 

注① 地の色は白色とし、標章は青色とすること。 
② 「○○県知事」には、届出を受理した都道府県知事又は保健所を設置す

る市若しくは特別区の長の名前を記載すること。 

届 出 済 
ＣＥＲＴＩＦＩＥＤ 【

【

Private Lodging Business 

９５ミリメートル 
１２０ミリメートル 

４
０
ミ

リ
メ
ー

ト
ル

 

５０ミリメート 

５
０
ミ

リ
メ

ー
ト

ル
 

１
７
０

ミ
リ

メ
ー

ト
ル

 



第五号様式（第十一条関係） 

 

 
 
 
 
 
 
  
                                                   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ ○ 県 知 事 
 
 
 
 
 
 

１
７

０
ミ

リ
メ
ー

ト
ル

 

  住宅宿泊事業（民泊） 

届 出 済 
ＣＥＲＴＩＦＩＥＤ 【

【

９５ミリメートル 

Private Lodging Business 

６
０

ミ
リ
メ

ー
ト
ル

 

届 出 番 号 

N u m b e r 
第    号 

届出年月日 

Date of Notification 
 年 月 日 

住宅宿泊事業者の 

緊 急 連 絡 先 

Contact number of the 

Registered Private Lodging 

Operator 

 

 

５０ミリメートル 

１２０ミリメートル 

５
０

ミ
リ
メ

ー
ト

ル
 

注① 地の色は白色とし、標章は青色とすること。 
② 「○○県知事」には、届出を受理した都道府県知事又は保健所を設置す

る市若しくは特別区の長の名前を記載すること。 



第六号様式（第十一条関係） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
                                                   
 
  
 
 
 
 
 
  

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○ ○ 県 知 事 
 

届 出 番 号 N u m b e r 第       号 

届出年月日 Date of Notification 年  月  日 

住宅宿泊管理業者の名称 

Name of Certified Private Lodging 

Administrator 

 

住宅宿泊管理業者の登録番号 

Number of Certified Private 

Lodging Administrator 

第      号 

住宅宿泊管理業者の緊急連絡先  

Contact number of the Certified 

Private Lodging Administrator 

 

 

Private  
５０ミリメートル 

 

 

Private  Lodging  Business 

 

住宅宿泊事業（民泊） 

届 出 済 
ＣＥＲＴＩＦＩＥＤ 

【

【

８０ミリメートル 
９

３
ミ

リ
メ
ー

ト
ル

 

５０ミリメートル 

５
０

ミ
リ

メ
ー

ト
ル

 
１２０ミリメートル 

１
７
０

ミ
リ
メ

ー
ト

ル
 

注① 地の色は白色とし、標章は青色とすること。 
② 「○○県知事」には、届出を受理した都道府県知事又は保健所を設置す

る市若しくは特別区の長の名前を記載すること。 



様式Ａ（国・厚規則第四条第四項第一号ワ関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）

 年 月 日

商 号 又 は 名 称

代 表 者 の 氏 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

誓　　約　　書

（法人用）

　届出者及び届出者の役員は、住宅宿泊事業法第４条第２号から第４号まで、第
７号及び第８号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。
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様式Ｂ（国・厚規則第四条第四項第二号ハ関係）　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ４）

 年 月 日

（法人である場合においては、代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

氏 名

法 定 代 理 人

商 号 又 は 名 称

氏 名

誓　　約　　書

（個人用）

　届出者、法定代理人及び法定代理人の役員は、住宅宿泊事業法第４条第１号か
ら第６号まで及び第８号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。
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（Ａ４）

殿

商号又は名称

氏　　　　名

（法人である場合においては、代表者の氏名）

　　①　「当該マンションにおける住宅宿泊事業に関する決議」欄は、該当するものの番号
　　　を○で囲むこと。
　　②　報告する相手方は管理組合の役員であること（理事長等）。

　　③　管理組合の連絡先は、管理組合が管理業務を委託している管理会社でも可とする。

　　年　　　月　　　日

　当該マンションにおける
　住宅宿泊事業に関する決議

　管理組合

管理組合名

役職

氏名

連絡先 （　　　　　　-　　　　　　-　　　　　　）

　１．無　　２．有

　【２．有】の場合はその決議の内容

様式Ｃ（国・厚規則第四条第四項第一号ル関係）

誓　約　書

　届出者は、管理組合に住宅宿泊事業の実施を報告し、下記のとおり届出時点で住宅
宿泊事業を禁止する管理組合の意思がないことを確認しました。

　管理組合に報告した日 　　年　　　月　　　日
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  岐 阜 県 知 事 
 
 
 

部 屋 番 号 
Room Number 

 

届 出 番 号 
N u m b e r 

第      号 

注 １ 地の色は白色とし、標章は青色とすること。 
 ２ 屋外のポスト等に掲示する場合は、ラミネート加工等の風雨に耐性の

あるもので作成し、又は加工を施すこと。 

  住宅宿泊事業（民泊） 

Private Lodging Business 

８０ミリメートル以上 

８
０

ミ
リ

メ
ー

ト
ル

以
上

 


